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1.	 はじめに

木曽三川（木曽川、長良川、揖斐川）は、中部地域を代

表する河川であり、明治時代以降の歴史的な河川改修によ

り、三川分流がなされ、現在の河川形態となっている。木

曽三川に囲まれた輪中地帯は土地が低く、大雨のたびに支

川逆流を引き起こし、流域では甚大な洪水被害に見舞われ

てきた。このような度重なる水害に対し、伊勢湾台風を契

機として様々な治水対策が講じられてきた。

図－ 1　木曽川上流河川事務所管内	河川ポンプ設備配置図

木曽三川上流域を管轄する国土交通省木曽川上流河川事

務所では、治水対策の一環として、内水排除を目的とした

河川ポンプ設備の建設を進め、現在では、図－ 1 に示す

23 箇所に配備している。これらの設備は図－ 2 に示すと

おり、最も古いもので 1951 年（昭和 26 年）に建設され

たものがあり、その後、1965 ～ 1984 年に集中的に建設

が進められた経緯がある。

図－ 2　河川ポンプ設備建設年代統計（N＝ 23）

河川ポンプ設備の耐用年数は、一般に 30 ～ 40 年 1）と言

われているが、すでに建設から 30 年以上経過した設備を多

く抱え、今後の取替・更新工事が集中・増大することが予想

される。一方、公共工事予算は年々縮小傾向にあり、限られ

た予算の中で設備を維持していくことが難しくなっている。
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このような状況を踏まえ、治水施設としての信頼性を確

保しつつ、限られた予算の中で河川ポンプ設備を適正に維

持管理していく手法を検討したので、本論文にて紹介する。

2.	 河川ポンプ設備の実態と課題

木曽川上流河川事務所が管轄する河川ポンプ設備につい

て、今後の維持管理を考える上で、大きな課題となってい

る事項は、以下に示す 5 点である。

（a） 維持管理費が、今後確実に増大していくとともに、

今後 10 年間に更新工事が集中する。

（b） 大規模な更新工事を行うと、点検・整備の予算を圧

迫し、不具合を放置する悪循環を招く。

（c） 河川ポンプ設備を取り巻く環境や設備の使われ方が

変化しているにも拘わらず、画一的な周期によって

整備・更新が計画されている点も、今後の維持管理

費増大と集中を招く要因である。

（d） 点検時の故障ランク判定基準が曖昧なため、不具合

を正しく評価することができず、計画的な対策が施

せない。

（e） 全体の約 4 割を占めるガスタービンエンジンは、機

器・部品故障により出水時に「排水機能喪失」した

苦い経験がある。このため、経済性、保守性、信頼

性の面でガスタービンエンジンに形式統一していく

今後の計画に疑問が生じている。

これら 5 つの課題について、以下に実態を解説する。

（1）	維持管理費の増大と集中

1965 ～ 2005 年までの維持管理費用（点検・整備・修繕・

更新等の工事費）を、2005 年までの総額との比率で表すと、

図－ 3の棒グラフ（実績コスト）のようになる。

一方、実績コストを用いて今後の維持管理費用を試算す

ると、図－ 3の波線（推定コスト）のとおり、維持管理費

用が増大し、2012 年、2020 年に集中する。

（2）	定期整備の実施状況

河川ポンプ設備の主要な構成装置である①主ポンプ、②

原動機（ディーゼルエンジンのみ）および③自家発電機に

ついて、新設もしくは前回整備からの経過年数と実施件数

の実績を図－ 4 に示す。指針 1）では 5 年整備および 10 年

整備の実施が推奨されているが、管内ではおおむね 5 ～

20 年の幅広い周期で定期整備が実施されている。この内、

主ポンプは大掛かりな分解工事を伴うため、30 年以上経

過してから整備を実施している例もある。

図－ 4　定期整備実施までの経過年数と実施件数

図－ 5 は、至近 25 年（1985 年～ 2010 年）における定

期整備および新設・更新工事の年代別実施状況である。

図－ 3　年代別維持管理費の推移 図－ 5　整備および新設・更新工事実施状況
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定期整備件数は 1999 年以降年々減少しており、至近 5
年間（2005 ～ 2009 年）は新設・更新工事との兼ね合い

もあり、とくに定期整備の実施件数が激減している。

これは、近年の緊縮財政による維持管理予算の縮小が大

きく起因しているとともに、限られた予算を大規模な新設・

更新工事に投じたため、定期整備に予算配分できなくなっ

ているためと推察される。

（3）	河川ポンプ設備を取り巻く環境の変化

管理運転時間を除く年間総運転時間は、図－ 6に示すと

おり、年々減少している。これは、1980 年以降、ポンプ

台数の増強を図り、出水を短時間のうちに排水処理できる

ようになったためで、中にはほとんど稼働していないもの

もある。また、近年の異常出水、流域面積や市街化率の変

化もあり、河川ポンプ設備を取り巻く環境が変化している。

なお、図－ 6には長時間稼働する揚水ポンプ設備および湛

水防除目的のポンプ設備は含まれていない。

図－ 6　年間総運転時間とポンプ台数

（4）	定期点検結果の判定

定期点検は、出水期前の年点検と月点検を実施しており、

検出した不具合は、表－ 1 に示す 4 つの故障ランクに分

類している。

表－ 1　故障ランクと判定基準

故障

ランク
判定基準

A1 緊急に整備必要（最優先）

A2 緊急に整備必要

B 緊急は要しないが整備必要

C 今後の推移を観察し検討する

過去 3 年間の年点検結果より、報告されている不具合

件数を故障ランク別に分類すると図－ 7に示すとおりとな

る。なお、故障ランク「A1」と「A2」は「A」として一

つにまとめた。

平成 21 年度点検結果は、前年度に比べ「A」が減り「B」

が増えているが、緊急整備を施した記録は残っていない。

不具合の対策を施さずに故障ランクが減少あるいはランク

ダウンすることは考えにくい。つまり、判定基準が不具合

に対する整備の緊急性を定性的に評価するものであるた

め、施設管理者や点検技術者の判断に個人差が生じている

可能性がある。

図－ 7　故障ランクと不具合件数

（5）	混在する原動機形式

原動機形式を大別するとディーゼルエンジンとガスター

ビンエンジンの 2 形式がある。近年になって、ガスター

ビンエンジンの導入が進められ、図－ 8に示すとおり、原

動機形式の変更過程にある排水機場では、異なる形式の原

動機が混在している状況である。

図－ 8		異形式原動機が混在する排水機場

ディーゼルエンジンは、始動空気・冷却水・燃料等の系

統設備が二重化され操作が確実であり、予備品調達が容易
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なので保守性に優れているという現場の声がある。また、

ガスタービンエンジンを導入した排水機場で、始動不能と

なる不具合が数件発生した経緯もある。

一方、設計指針 2）では、系統設備が省略でき、設備の

簡素化が可能となるため、信頼性が高いとされるガスター

ビンエンジンの採用が推奨されている。

このため、原動機形式の変更過程にある排水機場では、

今後の更新計画を策定するにあたり、現場の声や経験を踏

まえると、ガスタービンエンジンに形式統一していく方向

性に疑問が生じている状況にある。

3.	 信頼性解析の実施

ある機械が“信頼できる”という場合、『その機械が使

用されているとき、規定の時間において使用者の満足し得

る状態にすること』をいい、『信頼性』とは『与えられた

条件で規定の期間中、要求された機能を果たす性質（JIS 
Z8115）』をいう。

信頼性解析手法には、様々なものがあるが代表的なもの

に FTA および FMEA がある。

FMEA（Failure	Mode	Effect	Analysis の略）

システム（設備）を構成する部品・機器が故障した場合、

上位のサブシステムやシステムが、どのような影響を受

けるかワークシートを使って進める解析

FTA（Fault	Tree	Analysis の略）

発生しては困る事象の要因を抽出する手法

本検討では、これらの手法を用いて、故障ランク評価の

最適化および原動機等の構成装置の信頼性を検討した。

（1）	FMEA 実施による故障ランク評価の最適化

1）	FMEA の適用

FMEA の実施により、河川ポンプ設備を構成する機器・

部品が、万一機能しないことによって設備にどのような影

響を及ぼすか分析でき、致命的な影響を及ぼす機器・部品

の抽出が可能となる。

致命的機器・部品は、耐用年数等を目安にして予防保全

を計画すればよく、非致命的機器・部品は不具合を検出し

てから整備・修繕・更新する事後保全とすればよいので、

従来の予防保全を主体としてきた維持管理手法に比べ、点

検・整備数量を低減あるいは最適化することによるコスト

縮減効果が期待できる。

また、致命的な機器・部品の特定が可能となるため、定

期点検により検出した不具合に対して対策の緊急性を判断

する材料として役立てることが可能となる。

2）	FMEA 実施例

管内河川ポンプ設備に関する FMEA 実施例を表－2に示

す。構成する機器・部品の故障モードがシステムに与える

影響を分析し、表－3に示す4ランクの故障等級に分類する。

故障等級ⅠおよびⅡとなる機器・部品は故障する前に保

全活動を施す予防保全を、故障等級ⅢおよびⅣとなる機器・

部品は故障を検出してから対策する事後保全を適用する。

故障等級 影響内容 対策

Ⅰ 機能停止
予防保全

Ⅱ 機能低下

Ⅲ 機能維持可能
事後保全

Ⅳ 支障無し

設備名：主ポンプ設備

機器（ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ）名主ポンプ 装置名 主ポンプ（無注水軸受） 冗長性（予備機械）：

部品名 機能 故障原因 備考

ポンプベース（基礎） 水漏れ 施工不良、亀裂、地盤沈下 部品の影響大 機能維持可能 Ⅲ 補修

吸込水槽 貯水 土砂の堆積

貯水不足

空気抜管 錆 全面腐食、電食、隙間腐食 部品の影響大 支障無し

吐出しベント 吐出 芯出不良、組立不良、異物混入、材料劣化 部品の影響大 機能低下 外部軸受に順ずる

錆 全面腐食、電食、隙間腐食 部品の影響大 支障無し

水漏れ 施工不良、亀裂 部品の影響大 機能低下 Ⅱ 再組立

主軸 動力（回転）伝達 芯出し不良 組立不良、材料劣化 部品の影響大 機能低下 再芯出し

錆 全面腐食、電食、隙間腐食 部品の影響大 支障無し
腐食程度により対策
判断

摩耗 組立不良 部品の影響大 機能低下 部品交換
メーカ規定値により判
断

振動 軸芯のくるい 部品の影響大 機能低下 芯出し調整 状況により部品交換

軸継手 動力伝達 締り具合不良 締付不良 部品の影響大 機能低下 再締付

継手ｺﾞﾑ摩耗 材料劣化 部品の影響大 機能維持可能 部品交換

外部軸受 回転軸支軸 基準異常（温度） 芯出不良、組立不良、過負荷、材料劣化、冷却不良致命的 機能停止

振動 芯出不良、組立不良、異物噛込、材料劣化 部品の影響大 機能低下

摩耗 芯出不良、組立不良、材料劣化、異物噛込 部品の影響大 機能低下

グリス切れ 油漏れ、油供給不良、油劣化、冷却不良 部品の影響大 機能低下

立組再、換交受軸下低能機大響影の品部化劣料材、良不立組れ洩油

換交油・受軸、掃清下低能機大響影の品部化劣油、着固

Ⅱ

Ⅱ

Ⅳ 塗装

Ⅱ
グリス注入・パッキン交
換、フィルター清掃等

Ⅱ

作動不良（ｵｲﾙﾘﾝｸﾞ） Ⅱ

Ⅱ

Ⅳ
部品交換又は腐食部除
去し滑らかに仕上げ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅰ
軸受交換、再組立、異
物除去等

Ⅱ
軸受交換、再組立、異
物除去等

Ⅳ 水位確保

Ⅱ 再組立、異物除去等

Ⅳ 塗装

土砂の堆積大

水位不足

振動

機能停止機能停止

Ⅱ
軸受交換、再組立、清
掃等

度命致響影の障故ﾞﾄｰﾓ障故

機能低下 機能低下 Ⅱ

対策

清掃

ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 設備（ｼｽﾃﾑ） (故障等級）

故障等級 影響内容 対策 

Ⅰ 機能停止 

Ⅱ 機能低下 
予防保全 

Ⅲ 機能維持可能 

Ⅳ 支障無し 
事後保全 

サブシステムを構成

する機器・部品を記述

機器・部品について、故障モード・

故障モードの発生原因を記述

故障ﾓｰﾄﾞが与えるｻﾌﾞｼｽﾃﾑあるいはｼｽﾃ

ﾑへの影響を解析し、故障等級を記述

保全対策を記述

表－ 2　FMEA 実施例

表－ 3		故障等級と保全対策
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3）	故障ランクの再評価

過去 3 年間の年点検結果より、故障ランク（A1・A2・B・
C）と、FMEA による故障等級を図－ 9に示すマトリック

ス評価し、故障ランクを A・B・C の 3 ランクに再評価した。

図－ 9　故障ランクのマトリックス評価

再評価結果は、図－ 10（右）に示すとおりとなる。故障

ランクが高くなるほど件数が減少し、A ランクの件数が再

評価前に比べて極端に減少したことが分かる。このことよ

り、以下の事項が考察される。

①　 既往点検結果は、対策の緊急性がない不具合を過大評

価している。

②　 一方で、排水機能に影響を及ぼし、緊急に対策すべき

不具合を見逃している可能性もあり、本来実施すべき

対策が滞っている可能性がある。

③　 また、マトリックス評価を行うことにより、個人差な

く点検結果から健全度を正しく評価できる（適正化の

実現）。

図－ 10　故障ランク再評価結果

（2）	FTA 実施による装置の信頼性

1）	FTA 実施手法

管内河川ポンプ設備について、『発生しては困る事象（排

水機能の喪失）』を設定し、その要因や機器・部品（致命

的な機器・部品）を樹形図上に整理し、機器・部品に故

障率 3）,4）を当てはめて、頂上事象の発生確率を算出した。

FTA 実施例を、図－ 11に示す。

A1 Ｃ Ｂ Ａ Ａ

A2 Ｃ Ｂ Ａ Ａ

B Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

C Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ

故
障
ラ
ン
ク

故障等級

ランク 定義

Ａ

排水機能を停止または低下させ
る不具合が生じており、1～2 年
以内のうちに緊急に修繕が必要
である。

Ｂ

排水機能に影響を与える不具合
が生じており、早急に(3～5 年以
内 )修繕を講じないと施設の機
能が停止または低下する恐れが
ある。

Ｃ 排水機能に支障は生じていない
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既往点検結果 再評価結果 

内   容 

頂上事象；解析対象の製品や作業などに発生しては困る事象を FT図の解

析目標として明記する。 

頂上事象 

中間事象 

中間事象；頂上事象と基本事象との中間の事象を表し、製品などの構成

をもとに表現される事象である。 

事

象

記

号
基本事象 基本事象；頂上事象を発生させる要因のうち、分解できないあるいはそ

れ以上分解を必要としない事象である。一般的には、対策ができるレベ

ルの事象とする。 

ORゲート 入力事象のいずれかが発生すると出力事象を発生する。入力事象の数に

制限はない。 

AND ゲート 入力事象のすべてが同時に発生した場合に出力事象が発生する。 
論

理

記

号
移行記号 FT 図が大きくなり、別の紙面に書く場合に三角形の中に分類番号等を書

き入れる。別紙面では、同じ番号を三角形の中に書き、これを頂上事象

として FT図を作成する。 

(入力) (出力)

FT 図で使用する事象記号と論理記号 

排気管系
故障

機関本体部
故障

ディーゼル機関
故障

機関保護回路
誤動作

「機関過速度」
誤動作

「潤滑油圧異常低」
誤動作

「冷却水温異常高」
誤動作

補助
継電器
故障

補助
継電器
故障

補助
継電器
故障

速度
スイッチ
故障

圧力
スイッチ
故障

温度
スイッチ
故障

調速
装置
故障

過給機
故障

本体
故障

排気管
故障

消音器
故障

クランク軸部
故障

ピストン不動作

ピストン部
故障

クランク軸
回転不良

連接棒部
故障

クランク
軸部
不良

着火不良

燃焼室部
故障

着火装置部
不良

22-2

空気圧縮機
不動作

22-1

切換
開閉器
故障

空気圧縮機
故障

0.1055
(No.95)

0.0528
(No.94)

0.2814
(※1)

0.5013
(No.54)

0.2638
(No.67)

0.1584
(※3)

0.1495
(※4)

0
0.0081

(No.188)

0.3957
(※2)

0.0088
(No.304)

0.0325
(No.181)

0.0298
(No.179)

0.0689
(No.182)

0.1366

0.0707 0.0316 0.0343

1.7801

1800.09887.1

2.1927

2.3422

2.5006

3.5471

3.8420

0.1583

0.0018
(No.193)

0.0018
(No.193)

0.0018
(No.193)

図中の数値は、故障率（×10-6/hr）3),4)を示す。 

図－11　FTA 実施例（水冷ディーゼルエンジン解析例）図－ 11　FTA 実施例（水冷ディーゼルエンジン解析例）
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2）	FTA 結果

管内河川ポンプ設備を構成する装置の内、主ポンプ、原

動機（自家発電機含む）、動力伝達装置、系統設備は様々

な形式があるため、表－ 4に示すとおり、形式別に解析し、

装置単体の故障率を算出した。

表－ 4　FTA 実施装置と故障率

原動機は他装置の故障率より大きく、信頼性を評価する

上で大きな割合を占めている。

ここで、「排水機能喪失」という頂上事象の発生確率を、

排水機場ごとに算出した結果、表－ 5に示すとおり、水冷

ディーゼルエンジンがガスタービンエンジンに比べて優位

になる。この要因は、水冷ディーゼルエンジンは、始動空

気、燃料、冷却水等の系統設備を二重化しているためと考

えられる。

表－ 5		原動機形式と故障率

4.	 新たな設備維持管理手法

（1）	保全区分と定義

河川ポンプ設備に関する維持管理の保全区分は、点検、

保全整備、定期整備、更新の 4 つがあり、これらの定義

は表－ 6に示すとおりである。

表－ 6　保全区分と定義

（2）	効果的な維持管理計画の概念

従来の維持管理計画は、機能喪失レベルに達したら更新

する考え方に基づいていたため、大掛かりな更新工事によ

る保全費が必要になる課題があった。

しかしながら、河川ポンプ設備としての機能を最低限維

持できるレベルを設定して、このレベルに到達する時点あ

るいは予想される時点で最適な保全手法（定期整備、保全

整備等）を適用することによって、保全費を抑制し最大限

に機能を発揮することができると考えられる。

図－ 12　効果的な維持管理計画の概念図

（3）	排水機場維持管理レベル

排水機場機能維持レベルは、維持管理水準（機能低下可

能性・社会的貢献度）によって、排水機場ごとに設定する。

維持管理水準が高ければ、機能維持レベル（図－ 12 赤

点線）が低く設定され、維持管理計画の周期が短く設定さ

れることになる。一方、維持管理水準が低いと、機能維持

レベル（図－ 12 赤点線）が高く設定され、維持管理計画

の周期が長く設定されることになる。

（4）	維持管理水準

機能維持レベルを決定する維持管理水準は、「機能低下

可能性」と「社会的貢献度」の 2 つのパラメータより決

定する。その評価手法を以下に示す。

1）	機能低下可能性の評価

機能低下可能性は、表－ 7に示す 6 つのパラメータを評

価基準に照らし合わせて配点し、合計点を表－ 8に示す評

価基準により評価し、排水機場ごとに 3 ランクに分類する。

表－ 7　機能低下可能性の評価パラメータと配点

FTA実施装置
故障率

（×10-6/hr)
主ポンプ設備（無注水軸受） 0.8081
主ポンプ設備（ゴム軸受） 0.8207
原動機（水冷ディーゼル） 3.8420
原動機（ラジエターディーゼル） 5.1721
原動機（ガスタービン） 5.8198
動力伝達装置（空冷クラッチなし） 0.7384
動力伝達装置（空冷遠心クラッチ） 0.7462
動力伝達装置（空冷油圧クラッチ） 0.7462
動力伝達装置（水冷遠心クラッチ） 0.8460
動力伝達装置（水冷流体継手） 0.8460
動力伝達装置（水冷油圧クラッチ） 0.8460
冷却水系統（清水循環方式） 0.2409
冷却水系統（管内クーラ方式） 0.3159
冷却水系統（二次冷却方式） 0.3249
冷却水系統（クーリングタワー） 0.5788

水冷ディーゼル採用の排水機場 7.3962 ～ 8.2325

ラジエターディーゼル採用の排水機場

ガスタービン採用の排水機場 8.3119 ～ 9.5113

故障率

(×10-6/hr)

8.4104

保全区分 定義
予防
保全

事後
保全

点検
設備の異常ないし損傷の発見、機能の良否の
判定のために実施する目視、計測、作動テス
ト及びこれらの記録

○

保全整備
点検・診断結果に基づき機能維持又は機能復
旧が必要な機器等について実施する整備

○ ○

定期整備
機能維持のために定期的に適宜実施する清
掃、調整、給油脂、修理、取替、塗装等の作
業ならびに記録

○

更新
故障又は機能低下した設備、装置の機能を復
旧するために新しいものに設置しなおすこと
をいう

○
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図－12  効果的な維持管理計画の概念図 

表－6  保全区分と定義 

保全区分 定義
予防
保全

事後
保全

点検
設備の異常ないし損傷の発見、機能の良否の
判定のために実施する目視、計測、作動テス
ト及びこれらの記録

○

保全整備
点検・診断結果に基づき機能維持又は機能復
旧が必要な機器等について実施する整備

○ ○

定期整備
機能維持のために定期的に適宜実施する清
掃、調整、給油脂、修理、取替、塗装等の作
業ならびに記録

○

更新
故障又は機能低下した設備、装置の機能を復
旧するために新しいものに設置しなおすこと
をいう

○

表－4  FTA 実施装置と故障率 

FTA実施装置
故障率

（×10-6/hr)
主ポンプ設備（無注水軸受） 0.8081
主ポンプ設備（ゴム軸受） 0.8207
原動機（水冷ディーゼル） 3.8420
原動機（ラジエターディーゼル） 5.1721
原動機（ガスタービン） 5.8198
動力伝達装置（空冷クラッチなし） 0.7384
動力伝達装置（空冷遠心クラッチ） 0.7462
動力伝達装置（空冷油圧クラッチ） 0.7462
動力伝達装置（水冷遠心クラッチ） 0.8460
動力伝達装置（水冷流体継手） 0.8460
動力伝達装置（水冷油圧クラッチ） 0.8460
冷却水系統（清水循環方式） 0.2409
冷却水系統（管内クーラ方式） 0.3159
冷却水系統（二次冷却方式） 0.3249
冷却水系統（クーリングタワー） 0.5788

表－5  原動機形式と故障率 

水冷ディーゼル採用の排水機場 7.3962 ～ 8.2325

ラジエターディーゼル採用の排水機場

ガスタービン採用の排水機場 8.3119 ～ 9.5113

故障率

(×10-6/hr)

8.4104

表－7  機能低下可能性の評価パラメータと配点
評価

パラメータ
評価項目

0.38 常用系の設備である
0 待機系の設備である

0.12 地盤沈下による劣化がみられる
0 地盤沈下による劣化はみられない

0.14 設備に影響を与える堆積土砂が多い
0 設備に影響を与える堆積土砂は少ない

0.13 流木・ゴミが多い
0 流木・ゴミが少ない

0.12 落雷被害がある
0 落雷被害がない

0.11 水質が悪い（飽和指数(SI)＜-1）
0 水質は悪くはない（飽和指数(SI)≧-1）

評価基準と配点

設備
特性

稼働条件

設置
周辺
環境

地盤沈下

堆積土砂

流木・ゴミ

落雷

水質

評価
パラメータ

評価項目

0.38 常用系の設備である
0 待機系の設備である

0.12 地盤沈下による劣化がみられる
0 地盤沈下による劣化はみられない

0.14 設備に影響を与える堆積土砂が多い
0 設備に影響を与える堆積土砂は少ない

0.13 流木・ゴミが多い
0 流木・ゴミが少ない

0.12 落雷被害がある
0 落雷被害がない

0.11 水質が悪い（飽和指数(SI)＜-1）
0 水質は悪くはない（飽和指数(SI)≧-1）

評価基準と配点

設備
特性

稼働条件

設置
周辺
環境

地盤沈下

堆積土砂

流木・ゴミ

落雷

水質
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なお、表中の配点は AHP 分析（Analytic Hierarchy 
Process の略、階層分析）を行い決定した。

表－ 8　機能低下可能性の評価

2）	社会的貢献度の評価

社会的貢献度は、表－ 9に示す 5 つのパラメータを評価

基準に照らし合わせて配点し、被害密度と氾濫規模の各々

について合計点を表－ 10 に示す判定基準に従い再配点す

る。さらに被害密度と氾濫規模を図－ 13 に示すマトリッ

クス評価により、排水機場ごとに 3 ランクに分類する。

3）	維持管理水準の設定

維持管理水準は、「機能低下可能性」と「設備の社会的

貢献度」の 2 つのパラメータを、図－ 14 に示すマトリッ

クスを使い、排水機場ごとに 3 ランクに分類する。維持

管理水準の定義は、表－ 11に示すとおりである。

（5）	保全整備計画

保全整備は、定期点検（年点検および月点検）により検

出された不具合について、修理および日常整備としての給

油脂や消耗部品の交換、燃料、冷却水の補給、各部の清掃、

作動調整等を行う作業である。

維持管理計画上、保全整備の内容および保全整備費を特

定することができないため、過去に行われた保全整備工事

の実績をもとに平均的な費用を計上するものとした。

（6）	定期整備計画

定期整備は、機能維持のために定期的に適宜実施する清

掃、調整、給油脂、修理、取替、塗装等の作業である。定

期整備周期は、従来、5 年から 20 年ごとに実施されてき

たが、管内河川ポンプ設備の使われ方（運転回数・運転時

間）に違いがあることに着目し、近年の出水に対する運転

頻度を勘案した定期整備周期を設定するものとした。

表－8  機能低下可能性の評価 

評価基準

3 通常より損傷・変状が
進行する可能性が高い

評価基準合計点が0.65
点以上

2 損傷・変状の進行は標
準的である

評価基準合計点が0.37
点～0.64点

1 通常より損傷・変状が
進行する可能性が低い

評価基準合計点が0.36
点以下

評価点

設備の機
能低下の
可能性

評価指標 評価項目

2 市街化区域面積が9km
2
以上

1 市街化区域面積が3km
2
以上9km

2
未満

0 市街化区域面積が3km
2
未満

2 流域面積における市街化区域面積の割合が70％以上

1 流域面積における市街化区域面積の割合が30％以上70％未満

0 流域面積における市街化区域面積の割合が30％未満

1 流域に公共施設が有る

0 流域に公共施設が無い

2 機場の計画総排水量が25m
3
 /s以上

1 機場の計画総排水量が15m
3
 /s以上25m

3
 /s未満

0 機場の計画総排水量が15m
3
 /s未満

1 設備近隣に重要水防箇所がある

0 設備近隣に重要水防箇所がない

評価基準

被害密度

氾濫規模

市街化
区域面積

流域面積に
おける

市街化区域
面積の割合

公共施設の
有無

設備規模

重要
水防箇所

表－9  社会的貢献度の評価パラメータと配点

評価軸

3 評価基準合計点が4点以上

2 評価基準合計点が2点～3点
1 評価基準合計点が1点以下

3 評価基準合計点が3点
2 評価基準合計点が1点～2点
1 評価基準合計点が0点

判定基準と配点

被害密度

氾濫規模

表－10  評価軸の判定基準 

図－13  社会的貢献度マトリックス評価 

3 2 3 3

2 1 2 3

1 1 1 2

1 2 3

被
害
密
度

氾濫規模

維持管理
水準

維持管理水準の定義

Ⅲ
社会的に重要な施設で、かつ施設が劣化しや
すい条件下にあるため、対策を最優先で取る
べき排水機場

Ⅱ
社会的に重要な施設、もしくは施設が劣化し
やすい条件下にあり、対策を優先的に取るべ
き排水機場

Ⅰ
社会的な貢献度もしくは機能低下の可能性が
低く、事後保全的な対応で計画する排水機場

表－11　維持管理水準と定義 

3 Ⅱ Ⅲ Ⅲ

2 Ⅰ Ⅱ Ⅲ

1 Ⅰ Ⅰ Ⅱ

1 2 3

機
能
低
下
可
能
性

社会的貢献度

図－14　維持管理水準評価マトリックス 
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1）	運転頻度を勘案した設備の差別化

定期整備周期は、「運転頻度による健全度」を評価し、

健全度の高低によって周期の短長を設定する。

ここで、運転頻度による健全度は、表－ 12に示すとおり、

過去 20 年間（1989 ～ 2009 年）の年平均運転回数および

最高連続運転時間から評価する。

表－ 12　運転頻度による健全度評価パラメータ

運転回数および運転時間を排水機場ごとに配点し、表－

13に示す判定基準により、健全度の高低を 3 分類する。

表－ 13　運転頻度による健全度ランクと判定基準

2）	 定期整備周期

定期整備周期は、表－ 14 に示すとおり、運転頻度によ

る健全度ランクに応じて、周期の長短を設定した。 定期点検および保全整備が図－ 15 に示すバスタブ曲線

の初期故障期あるいは偶発故障期の保全活動と位置づける

と、定期整備および更新は、摩耗故障期における保全活動

と考えることができる。

一般に、摩耗故障期にある設備の取替・更新実績は、図

－ 16に示すような正規分布を描くことが知られている。

評価
パラメータ

評価項目

1
過去20年間の年間平均運転回数が20回/
台以上である

0
過去20年間の年間平均始動回数が20回/
台未満である

1
過去20年間の最大連続運転時間が12時
間/台以上である

0
過去20年間の最大連続運転時間が12時
間/台未満である

評価基準

運転頻度
による
健全度
評価

運転回数

運転時間

表－12　運転頻度による健全度評価パラメータ

健全度 配点 判定基準

3 2
年間平均運転回数及び年間平均運転時間が長
い排水機場

2 1
年間平均運転回数もしくは年間平均運転時間
のいずれかが長い排水機場

1 0
平均運転回数及び平均運転時間は、他排水機
場に比べて少ない排水機場

表－13　運転頻度による健全度ランクと判定基準

 表－14　定期整備周期と運転頻度による健全度ランク 

1 2 3

監視操作制御設備 37年 29年 22年

健全度３周期：信頼性による修繕
　　　　　　　　　・取替年数
健全度２周期：健全度１と健全度３
　　　　　　　　　の中間年数
健全度１周期：平均修繕・取替標準
　　　　　　　　　年数

主ポンプ設備

動力伝達装置

冷却水系統設備

D/E 23年 19年 15年

健全度３周期：信頼性による修繕
　　　　　　　　　・取替年数
健全度２周期：健全度１と健全度３
　　　　　　　　　の中間年数
健全度１周期：定期整備実績にお
　　　　　　　　　ける実施間隔の最大
　　　　　　　　　年数

G/T 18年 14年 10年

健全度３周期：ガスタービンメーカ
　　　　　　　　　見解の平均的年数
健全度２周期：健全度１と健全度３
　　　　　　　　　の中間年数
健全度１周期：ガスタービンメーカ
　　　　　　　　　見解の最大年数

燃料系統設備

始動系統設備

除塵設備 21年 16年 11年

健全度３周期：健全度２周期に5年を
　　　　　　　　　減算した年数
健全度２周期：修繕実績より、実施件
　　　　　　　　　数累計が50％に達し
　　　　　　　　　た経過年数
健全度１周期：健全度２周期に5年を
　　　　　　　　　加算した年数

高圧受電設備
低圧受電設備
直流電源設備

37年 29年 22年

健全度３周期：信頼性による修繕
　　　　　　　　　・取替年数
健全度２周期：健全度１と健全度３
　　　　　　　　　の中間年数
健全度１周期：平均修繕・取替
　　　　　　　　　標準年数

D/E 23年 19年 15年

健全度３周期：信頼性による修繕
　　　　　　　　　・取替年数
健全度２周期：健全度１と健全度３
　　　　　　　　　の中間年数
健全度１周期：定期整備実績にお
　　　　　　　　　ける実施間隔の最
　　　　　　　　　大年数

G/T 18年 14年 10年

健全度３周期：ガスタービンメーカ
　　　　　　　　　見解の平均的年数
健全度２周期：健全度１と健全度３
　　　　　　　　　の中間年数
健全度１周期：ガスタービンメーカ
　　　　　　　　　見解の最大年数

自家発電設備

主原動機設備と同時期

主原動機設備と同時期

24年 18年 12年

健全度３周期：信頼性による修繕
　　　　　　　　　・取替年数
健全度２周期：修繕実績より、実施
　　　　　　　　　件数累計が50%に達
　　　　　　　　　した経過年数
健全度１周期：健全度３と２の間隔を
　　　　　　　　　健全度２から差し引い
　　　　　　　　　た年数

定期整備周期の設定装置区分

主原動機設備

運転頻度による健全度

表－ 14　定期整備周期と運転頻度による健全度ランク

図－ 15　典型的な機器の故障率曲線（バスタブ曲線）5)

故
障
率

初期故障期
故障率減少

経過年

偶発故障期
故障率一定

摩耗故障期
故障率増加

図－15　典型的な機器の故障率曲線（バスタブ曲線）5)

定期整備、更新 定期点検、保全整備 
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セーフライフ（安全寿命）設計の考え方を参考として、

修繕・取替の実施率が 10% を越えた時点を「信頼性によ

る修繕・取替年数」、50% を越えた時点を「平均修繕・取

替年数」とすると、修繕・取替実施率が 10% から 50% の

範囲を定期整備の実施期間と考えた。

つまり、定期整備周期は、摩耗故障期でかつ平均修繕・

取替年数よりも前の年数を割り振るようマニュアル 5）お

よび点検・整備指針 6）を参照し設定した。

 

（7）	更新計画

一方、更新は故障又は機能低下した設備、装置の機能を

復旧するために新しいものに取り替える保全活動である。

更新周期は、図－ 17に示すとおり、平均修繕・取替年数 5）

から修繕・取替実施率が 90% となる最大修繕・取替年数

までの間で周期を割り振るものとした。

また、更新周期は河川ポンプ設備の維持管理水準に応じ

て決定し、表－ 15に示す年数を計画上考慮した。

5.	 設備維持管理手法の検証

（1）	検証条件

1）	コストシミュレーションによる検証

4章で述べた設備維持管理手法を「改善手法」とし、「従

来法」とのコスト比較を行った。従来法は、すべての設備

の「維持管理水準」を「Ⅲ（短周期）」と考え更新周期を

一律にするとともに、「運転頻度による健全度」を「Ⅰ（長

周期）」として定期整備周期も一律に行うものと仮定した

手法である。

コスト比較は、長期的なコストシミュレーションを行い、

年平均維持管理費の増減を検証した。

2）	比較年数の設定

従来法の更新周期はおおむね 30 ～ 40 年であり、管内

排水機場の約 7 割が 20 年以上前に建設されたものである

ことを考えると、今後 10 ～ 20 年の間に更新周期を迎え

る設備が急増することが予想される。

このため、今後 10 ～ 20 年の間に集中する維持管理コ

ストを縮減・平準化することが重要な検討課題であるため、

今後 30 年間について従来法と改善手法を比較する。

（2）	コストシミュレーションの実施

1）	従来法のコストシミュレーション結果

従来法のコストシミュレーション結果は、図－ 18 に示

すとおりである。従来法の今後 30 年間の維持管理費の総

額に対し、年度ごとに発生する保全整備費、定期整備費お

よび更新費との比を図中に示した。

図－ 18 より、2011 年、2017 年、2038 年に大規模な更

新コストが集中し、2012 年から 2016 年にかけて定期整

備コストがまったく発生しないなど、全体的に維持管理コ

ストのばらつきが大きい。また、年間平均維持管理費（A）

図－16　摩耗故障期における取替・更新実績の分布 5)

（定期整備年数の幅） 

3 2 1

運転頻度による健全度 

図－17　摩耗故障期における取替・更新実績の分布5)

（更新備年数の幅） 

Ⅲ Ⅱ Ⅰ

維持管理水準 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

監視操作制御設備 52年 44年 37年

主ポンプ設備 52年 42年 32年

D/E 59年 48年 37年

G/T 59年 48年 37年

動力伝達装置 59年 51年 43年

燃料系統設備 55年 45年 35年

冷却水系統設備 48年 37年 27年

始動系統設備 37年 30年 23年

D/E 59年 48年 37年

G/T 59年 48年 37年

受変電設備 52年 44年 37年

除塵設備 40年 32年 24年

自家発電設備

装置区分

主原動機設備

維持管理水準

表－15　更新周期と維持管理水準 
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は総額の 3.33% である。

2）	改善手法のコストシミュレーション結果

改善手法のコストシミュレーション結果は、図－ 19 に

示すとおりである。改善手法は、全体的なばらつきを少な

くし、同一機場内の号機の重複工事を避けるため、年度ご

とに発生する費用を維持管理水準に応じ 2 ～ 3 年を目安

に前後させた。

このため、全体的なばらつきが小さく、改善手法の年間

平均維持管理費（B）は、従来法の総額に対して 2.71% と

なる。

（3）	手法の検証

1）	コスト縮減効果

図－ 18および図－ 19より、従来法の年間平均維持管理

費に比べ、改善手法の年間平均維持管理費は、約 18.6%（＝

（A － B）/A）縮減可能と予想された。これにより、改善手

法は、今後 30 年間の維持管理費縮減効果が期待できる有

効な手法といえる。

2）	コスト平準化

従来法は、大規模な更新工事が集中し、大きくばらつく

課題があったが、図－ 19 に示すとおり、改善手法は平均

値付近で平坦に推移する。これは、改善手法が、その年々

に応じて、効率よく整備と更新をバランスよく配分させる

ことができるためである。

3）	長寿命化効果

維持管理費の総額に対する保全整備、定期整備および更

新の比率は、図－ 20に示すとおりである。

従来法に比べると、更新費は 17.9% 抑制し、定期整備

費は 17.5% 増加している。

つまり、従来法に比べ、定期整備の充実を図り、取替・

更新時期を引き延ばす長寿命化効果を発揮しているものと

考えられる。

6.	 維持管理マネジメントサイクルの実現

維持管理計画に基づき、管内河川ポンプ設備の維持管理

を実現していくにあたり、中長期的には、現時点の維持管

理計画を以下の理由により見直す必要がある。

（a） 現時点の維持管理計画は、設定した周期で施設を更

新することを前提に計画しているが、施設によって

は実施周期以上の延命化が可能なもの、突発的な事
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図－18　従来法のコストシミュレーション結果 
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図－19　改善手法のコストシミュレーション結果 
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故により更新を余儀なくされるもの等が必ずあるは

ずであり、中長期的には計画と現実の乖離が生じる

ことが予想される。

（b） 同様に予算上の制約により、実施できない維持管理

項目が発生し、計画と現実の乖離が生じることが予

想される。

したがって、計画と現実との整合を図るため、図－ 21

に示すとおり、維持管理計画の見直しが必須となる。計画

の見直しは、3 ～ 5 年程度の間隔で、以下のマネジメント

サイクルを構築することによって実現する。

維持管理マネジメントサイクルを適正に循環させていく

には、策定した維持管理計画を、実際の現場に適用し、か

つ見直していかなければ、継続的な維持管理費の縮減・平

準化の実現は困難である。

このため、計画値と実績値の対比、実績による「計画の

見直し」を可能とする維持管理データベースを構築し、長

期にわたり活用していく必要があると考える。表－ 16 に

その基本機能の例を示す。

表－ 16　維持管理データベース基本機能例

維持管理 
マネジメント 

サイクル 

対象設備の 

定期点検 

維持管理計画 
の改善 

計画見直し 

定期点検の実施 

評 価 

対策工実施 
施設毎の 

最適対策工の 
実施 

健全度評価 
使用条件評価
設置環境評価

図－21　維持管理マネジメントサイクル 

7.	 あとがき

本稿にて紹介した新たな設備維持管理手法は、“更新を

中心とした維持管理”から“整備の充実を図る維持管理”

に移行したものである。

治水対策の河川ポンプ設備は、年間の稼働時間が極端に

少ないにも拘わらず、万一の出水時に確実に排水運転でき

なければならない。このため、従来から“更新を中心とし

た維持管理”によって安全側に設備を維持してきた。

河川ポンプ設備に拘わらず、公共事業の縮小と老朽化ス

トックの増大は公共施設全般の問題であり、従来の維持管

理手法は、このような社会情勢において成り立たない。

木曽川上流河川事務所管内の河川ポンプ設備を例とすれ

ば、設備を取り巻く環境条件、使われ方は配備されている

地域によって異なるのが実状で、これらに見合った水準で

維持管理し、過剰な設備投資とならないよう整備の充実を

図ることが、社会情勢に見合った新たな維持管理手法とい

える。

老朽化した河川ポンプ設備について、コスト縮減・平準

化の観点から今後の維持管理を計画するにあたり、本稿に

て紹介した計画・解析手法を参考にして頂ければ幸いであ

る。

また、排水機場に導入されるガスタービンエンジンの信

頼性向上への努力を期待するとともに、信頼性向上が実現

できた時点で、このような検討を再度実施して維持管理計

画の見直しを図っていくことが重要である。

謝辞：本稿の執筆にあたり、御指導頂きました国土交通省

木曽川上流河川事務所の皆様ならびに御協力・御指導を頂

きました株式会社荏原由倉ハイドロテックの関係各位に対

し心から謝意を表します。
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主な機能 機能の内容

点検結果(不具合内容・故障ランク)

修繕・定期整備・更新記録

30年間の維持管理コスト(一覧・グラフ)

緊急に対策すべき施設評価結果(一覧)

定期整備・更新計画（一覧）

点検結果、修繕記録、設備台帳等の管理情報

施設健全度評価パラメータ

維持管理費

定期整備及び更新周期

維持管理計画（見直し）

施設健全度評価

緊急に対策すべき施設の抽出

維持管理計画及びコスト

劣化予測

入力処理

出力処理

検索・編集
処理

演算処理

表－16　維持管理データベース基本機能例




